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令和２年度事業報告 

 

 令和２年度における当協会の事業の推進にあたっては、山梨県下の交通情勢と山

梨県の交通重点目標を勘案した事業計画に基づき 

  １ 飲酒運転の根絶 

 ２ 高齢者と子供の安全な通行の確保と高齢運転者の交通事故防止 

  ３ 二輪車の交通事故防止 

  ４ 自転車の安全適正利用の推進 

 ５ 全ての座席のシートベルトとチャイルドシートの正しい着用の徹底 

 ６ 早めのライト点灯・上向きライト活用の徹底と反射材使用の推進 

を活動重点と定め、各事業を推進しました。 

令和２年中の県内の交通事故の発生状況は、新型コロナウィルス感染対策の緊急

事態宣言などで、外出が減少したこともあって 

 発生件数  ２，１４６件（前年比－  ８５７件  －２８．５％） 

 死者数      ２１人（前年比－    ４人   －１６．０％） 

負傷者数  ２，６５０人 (前年比－１，１３９人  －３０．１％)  

と、発生件数、死者数及び負傷者数ともに前年を大幅に下回り、死者数にあっては、

全国最小人数の昨年をさらに下回り、「第１０次山梨県交通安全計画」で目標とし

た、令和２年度までに交通事故発生件数４，４００件以下、交通事故死者３０人以

下という目標を達成するに至りました。 

令和２年度の当協会の事業は、新型コロナウィルス感染拡大の影響を受け、計画

していた人を集めて行う、交通安全子供自転車大会、中学生交通安全弁論大会、高

齢者交通安全グラウンド・ゴルフ大会、交通安全推進県民大会を中止した他、広域

的な会議や交通安全全国研修なども全て中止となりました。 

そんな状況下でも、交通事故を１件でも減少するため、交通安全啓発活動を行っ

ています。 

主なものとしては、小学生交通安全ポスターデザインコンクールを実施し、県下

２０校から１６８点の応募を受け、優秀作品を選出、当協会の令和３年のカレンダ

ーや年末の交通事故防止県民運動の新聞一面広告に使用しました。 

そして、重大な事故につながるバイク事故対策として、高校生の通学バイクの安

全教室である高校生二輪車講習を感染対策を厳重にして、高校で５校実施、山梨自

動車学校で３校実施の合計８校の高校生に対して行いました。 

さらに、昨年、山梨県においても自転車条例が施行されたことから、条例に定め

られた自転車保険の加入義務化を自転車販売店やレンタル業者に対して周知活動

と保険加入義務化のテレビコマーシャルなどの広報活動に取り組みました。 

新型コロナウィルス感染拡大状況が不透明なところはありますが、本年度は、全

ての事業を実施する予定にしており、民間の交通安全活動推進団体の中核として、

交通事故ゼロを目標に交通安全活動を具体的に推進することと致します。 



 

事 業 内 容 

 

実施事業の部（公益事業） 

第１ 事業概要(活動重点) 

   山梨県下の交通情勢、当協会の運営重点を勘案して策定した令和２年度事業

計画に基づき 

１ 飲酒運転の根絶 

２ 高齢者と子供の安全な通行の確保と高齢運転者の交通事故防止 

３ 二輪車の交通事故防止 

４ 自転車の安全適正利用の推進 

５ 全ての座席のシートベルトとチャイルドシートの正しい着用の徹底 

６ 早めのライト点灯・上向きライト活用の徹底と反射材使用の推進 

を活動重点として各事業を推進した。 

本年度は、新型コロナウィルス感染により、いくつかの事業を中止したこと

から、当初予算４９,６８０,０００円のところ、事業費４８,７２３,５３０円

となった。  

 

第２ 交通安全のための広報・啓発活動 

 １ 当協会の機関紙「交通安全情報やまなし」を年４回発行（１回４万部、計１

６万部作成）し、県下の全市町村の回覧板を活用して、全戸に回覧、交通安全

意識の高揚を図った。 

  ２ 当協会ホームページ上に交通安全運動の情報や、各種キャンペーンやイ       

ベント情報を掲載し、情報提供を行った。  

  ３ 交通安全年間スローガンの普及及び改正道路交通法等関係法令の周知       

のため、ポスター、チラシ、リーフレット等の作成配布及び交通安全月刊誌「人

と車」を各支所、関係機関・団体、賛助会員等に配布した。 

  ４ 広報啓発活動の実施状況 

(1)  黄色い羽根の購入           １８，５６０本 

(2)  ビラ及びリーフレットの作成        １，０００枚 

(3)  テレビのスポット放送                    ８４回 

(4)  ラジオのスポット放送                      ２４０回 

(5)  新聞による広報                １２回 

(6)  ホームページによる広報（内容更新）      １２回 

(7)  SNS による交通安全情報の発信（facebook,twitter） 

   協会機関紙「交通安全情報やまなし」の最新号等、最新情報を掲載している。 

    当協会の事業の重点項目である「高齢者と子供の交通事故防止」、「飲酒運

転の根絶」、「自転車の安全適正な利用の推進」等を中心にポスター、チラシ、

テレビ、ラジオ、新聞等あらゆる広報媒体を活用し交通安全を呼びかけた。 

 



 

第３ 交通安全の普及・啓発活動事業 

 １ 各種交通安全運動などの実施 

（1）春の全国交通安全運動の実施 

 ア 期間 令和２年４月６日～同年４月１５日までの１０日間 

  イ 運動の重点 

○ 子供を始めとする歩行者の安全の確保 

○ 高齢運転者等の安全運転の励行 

○ 自転車の安全利用の推進 

○ 二輪車の交通事故防止（本県独自） 

の４点を重点に各種の交通安全対策を実施した。 

    (2) 夏の交通事故防止県民運動の実施 

  ア 期間 令和２年７月２１日～同年８月２０日までの３１日間 

  イ 重点目標 

   ○ 飲酒運転の根絶 

   ○ 高齢者と子供の安全な通行の確保と高齢運転者の交通事故防止 

   ○ 二輪車の交通事故防止 

   ○ 自転車の安全適正利用の推進 

  の４点を重点に各種の交通安全対策を実施した。 

  (3) 秋の全国交通安全運動の実施 

  ア 期間 令和２年９月２１日～同年９月３０日までの１０日間 

  イ 運動の重点 

   ○ 子供を始めとする歩行者の安全と自転車の安全利用の確保   

〇 高齢運転者等の安全運転の励行 

   ○ 夕暮れ時と夜間の交通事故防止と飲酒運転等の危険運転の防止 

    ○ 二輪車の交通事故防止（本県独自） 

   の４点を重点に各種の交通安全対策を実施した。 

（4）年末の交通事故防止県民運動の実施 

  ア 期間 令和２年１２月１日～同年１２月３１日までの３１日間  

   イ 重点目標 

    ○ 飲酒運転の根絶 

    ○ 早めのライト点灯・ハイビームの活用の徹底と反射材使用の推進 

    ○ 高齢者と子供の安全な通行の確保と高齢運転者の交通事故防止 

   の３点を重点に各種の交通安全対策を実施した。 

具体的には、各運動とも広く県民への周知徹底と、県民一人一人に交通事故 

防止活動への参加意識を持たせるとともに、全県下的な盛り上がりを図るた

め、運動の基本及び重点を中心にテレビ・ラジオのスポット放送、新聞、ポス

ター、チラシ、ホームページ等の広報媒体を積極的に活用した広報啓発・キャ

ンペーンを効果的に推進した。 

 特に、運動の期間中「交通事故死ゼロを目指す日（４月１０日及び９月３０

日）」、「全席シートベルトとチャイルドシート着用推進の日（毎月１４日）」



 

等の重点日には、マスメディアを活用しての広報啓発や地区安協と連携しての

街頭活動等の諸対策を積極的に展開した。 

 また、「夏の交通事故防止県民運動」・「年末の交通事故防止県民運動」の

期間には、山梨日日新聞の最終面全面を使用した「高齢者の事故防止」や「飲

酒運転の根絶」の交通安全広報を実施した。 

２ 交通安全ポスターコンクールの開催 

小学生を対象として、交通安全に関するポスターを募集し、小学生に交通安   

全を考えてもらい、優秀作品を交通安全運動や交通事故防止県民運動の広報に

使用し、交通安全協会の令和３年のカレンダーとして作成し、県内の全ての小

学校と交通関係団体に配布した。 

    ３ 自転車条例のテレビ CM の放映 

      令和 2 年 9 月に山梨県自転車条例が施行され、自転車保険の加入が義務化

となったことから、県民に周知するために、自転車保険加入義務化のテレビ

CM を放映した。     

４ 反射材の普及促進 

山梨県老人クラブ連合会を通じて、反射材のベスト、シール、キーホルダ

ーを広く、県下の老人クラブ員に配布した。 

 

第４ 交通安全教育訓練、啓発活動 

１ 自転車利用者に対する教育訓練、啓発活動 

各支所及び各地区交通安全協会が山梨県自転車・軽自動車商協同組合等と

連携し、子供から高齢者を対象に「自転車安全講習」を年間を通じて開催し

た。 

講習時に活用する小冊子「自転車安全教室」２，９００冊等を配布した。 

２ 二輪車に対する教育訓練、啓発活動 

(1) 県下の高校 6 校において、二輪車安全運転推進委員会の指導員、延べ 

２１人を講師として派遣し、高校生２４４人を対象に技能講習等を実施 

した。 

    (2)  近隣の高校 4校に対して、山梨自動車学校の教習コースを貸し切り、高 

   校生原付講習会を実施した。 

(3) 令和２年９月６日、山梨県立笛吹高校において二輪車安全運転山梨県大 

会を開催した。 

(4) 二輪車の事故防止を目的として、６月から翌年３月までの間の毎月、第 

３日曜日、笛吹高校「大型農機研修農場コース」において、二輪車指導員 

による「セーフティライディングスクール」を開催した。 

３ 資器材を活用した教育訓練、啓発活動 

  (1) 歩行者横断トレーナー1 台、高齢者模擬体験セット、踏み間違い防止装 

置装着車等を各警察署、各地区交通安全協会に貸出し、子供から高齢者の 

交通安全教室等での活用を図った。 

 (2) 交通安全教育用 DVDを新たに３枚購入し、全９１枚を整備し、公共団



 

体、会社、学校等に８８回貸出しを行った。 

(3) その他教育・訓練 

刑務所の受刑者を対象に、出所後の社会復帰支援を目的に交通安全講習 

を１２回、延べ約１００人を対象に実施した。 

 

第５ 交通安全功労者等表彰事業 

１ 交通功労者及び優良運転者に対する表彰 

交通功労者、優良運転者、優良交通安全協会及び交通安全優良団体に対

し、次の表彰を行った。 

(1) 警察庁長官及び全日本交通安全協会会長連名表彰 

○ 緑十字章 

金章                ～   ２人 

銀章                ～   ５人 

銅章                ～  ７３人 

○ 優良交通安全協会          ～   １協会 

○ その他の団体及び学校        ～   ２団体・１校 

(2) 関東管区警察局長及び関東交通安全協会連合会会長連名表彰 

○ 交通安全功労者           ～  １１人 

〇 優良交通安全協会          ～   ２協会 

○ 交通安全功労団体          ～   ２団体 

○ 交通安全優良事業所         ～   １事業所 

○ 優良運転者             ～  １０人 

(3) 山梨県警察本部長及び山梨県交通安全協会会長連名表彰 

○ 優良交通安全協会          ～   ４協会 

○ 交通安全功労者           ～   ５人 

○ 交通安全功労団体          ～  １０団体 

○ 交通安全功労役員          ～  ４８人 

○ 優良運転者             ～  ９３人 

(4) 山梨県交通安全協会会長表彰 

○ 交通死亡事故抑止交通安全協会    ～   ２協会 

○ 女性部               ～   ３女性部 

○ 支部                ～   ３支部 

２ その他表彰 

全日本交通安全協会会長及び全日本二輪車安全運転推進委員長連名表彰 

〇 優良二輪車安全運転指導員      ～   １人 

 

第６ 交通安全団体への支援事業 

１ 各地区交通安全協会への協力支援 

 （1）特別会員である各地区交通安全協会に対して、交通安全活動の協力支援

として７，５００，０００円を助成した。 



 

（前年度比 －１，５００，０００円） 

(2) 各地区交通安全協会女性部の表彰 

交通安全活動に功労のあった地区交通安全協会女性部に対し、交通安全

協会長の表彰を行った。 

(3) 交通安全協会女性部の充実強化のための支援 

各地区交通安全協会女性部の育成と参加意識を高めるため、各支所を通 

じ活動の活発化の指導を強化した。 

２ 他機関・団体が行う交通安全活動への協力・支援 

(1) 障害を持つ道路利用者に対する交通安全対策支援 

ア 視覚障害者の横断歩道の安全確保のため「視覚障害者用交通信号機付

加装置」２基を山梨県公安委員会へ寄贈し、令和３年３月２４日、甲府

市小瀬町１０７９「小瀬交番前交差点」等に設置した。 

イ 障害を持つ運転者のうち、安全運転に努めた５人を優良運転者として

表彰した。 

(2) (公社)被害者支援センターやまなし、(公財)山梨県暴力追放運動推進セ

ンター、山梨県高速道路交通安全協議会及び山梨県自転車軽自動車商協同

組合等への協力・支援を行った。 

(3) 山梨県主催の「セーフティドライブチャレンジ１２３」の賞品として自

転車用ヘルメット１０個(５万円相当）と山梨自動車学校の教習料金割引

券（３０万円分）の協力・支援を行った。 

 

第７ 交通状況・情勢調査事業 

   道路交通法第１０８条の３１に定められた「山梨県交通安全活動推進センタ

ー」の委託事業として次の活動を実施した。 

  １ 道路使用後における復元状況等の調査業務 

   令和２年度 ～  ５，３４６件の調査を実施した。 

  ２ パーキングチケット維持管理業務 

     令和２年度 ～  ８，７２７件を処理した。 

      

第８ 会員等への支援事業 

   令和 2 年度の普通会員 加入数は         ６４，６０６人 

会費収入は   １１６，１６５，３００円 

であり、令和３年３月末日の全体の会員数は２６３，４７１人である。 

 １ 特別会員への支援事業 

   各地区交通安全協会会員等が、街頭において活動中、死傷した場合に備え、

交通安全活動従事者保険に加入するとともに見舞金制度を運用している。 

 ２ 普通会員への支援 

   (1) 弁護士による交通事故無料法律相談 

普通会員が交通事故による損害賠償等民事上のトラブルになった場合な

どに委託弁護士による無料法律相談制度を運用している。 



 

     令和２年度は、６件の利用があった。 

   (2) 交通事故見舞金制度 

会員が交通事故により死亡又は入院した場合、見舞金を支給し、令和２

年度は６件 ２４０，０００円を支給した。 

   (3) 運転免許証ケースの進呈 

   (4)  交通安全セーフティドライブマップの進呈 

(5)  原付免許新規取得者の入会者にワイヤーロックの進呈と会員期間内に普 

通免許証を取得した場合には引き続き会員とすることとした。 

   (6) 普通免許証新規取得者の入会には、緊急用の脱出用ハンマーを進呈し、

もしもの場合の備えに対応させている。 

   

 ３ 賛助会員への支援 

   年間を通じて、月刊誌「人と車」を配布するとともに、賛助会員企業に対し

て交通安全講習、講話を実施し、交通安全 DVD の利用を支援している。 

   また、交通安全情報やまなしやホームページに掲載し、本協会活動に対す

る支援姿勢を広く県民にアピールしている 

 ４ その他       

    郵便振替による会員加入 

    新規運転免許取得者及びその他免許更新者を対象に、郵便振替を利用    

した当協会への会員の加入促進を図った。令和２年度中 ９９件 

   

第９ 理事会・評議員会の開催 

 会議の開催（甲府市内） 

    (1) 第１回理事会 

書面決議 

    (2) 第２回理事会 

         書面決議 

    (3) 第３回理事会 

         令和 ３年 １月 ７日 

    (4) 第４回理事会 

         令和 ３年 ３月３１日 

    (5)  評議員会 

     書面決議 

 

第１０ 新型コロナウィルス対策 

 １ 当協会内に感染拡大防止に向けた対策会議を設置 

 ２ 協会施設内等における感染拡大防止に向け、窓口に飛散防止シート、教習

所講習室に殺菌剤噴霧装置の設置等の対策を実施した。 

 ３ 公益事業として計画した事業のうち、子供自転車大会、中学生交通弁論大

会、県民大会等、人が集まる事業については、感染防止のため中止とした。 



 

 

その他事業の部（収益事業） 

第１ 交通安全講習事業 

      県公安委員会及び県警察から委託を受けた運転免許に関する次の業務を実

施した。 

  １ 運転免許更新時講習 

   (1) 優良運転者講習           年間   ６２，７０２人 

   (2)  一般運転者講習           年間   ２０，１７８人 

   (3)  違反・初回運転者講習        年間   ２１，９２１人 

    収益  ５３，４４０，０５０円(前年比 △２，９８６，４８０円) 

 ２  行政処分者講習    

   (1)  短期講習              年間      ８２７人 

   (2)  中期講習                      年間      １５８人 

   (3)  長期講習                     年間       ９７人 

   (4)  取消処分者講習           年間       ９４人 

   収益  １０，８８５，９５２円(前年比 △  ６８９，３８６円) 

  ３  違反者講習                     年間      ４５８人 

 ４  初心運転者講習                 年間        ５人 

 ５  運転免許を受けようとする者に対する講習（応急救護処置講習等） 

                      年間       １７人 

 ６  安全運転管理者講習               年間    ２，９６９人 

 ７  その他、新規運転免許取得者に対する講習 

                                       年間    ２，０９３人 

８  高齢者講習                       年間    ７，０７６人 

収益  ２３，７２６，９００円(前年比 ＋１，０５８，５３０円) 

 

第２ 山梨自動車学校の経営に関する事業 

  １  運転技能及び学科教習の実施 

    公安委員会の指導の下、各種運転免許取得に伴う技能教習、学科教習及び技

能検定を実施したほか、外国人に対する各種教習を実施した状況は次のとおり

である。  

   (1) 技能教習及び学科教習          年間     １，０４３人 

      外国人                      年間        ２１人 

   (2)  技能検定                年間    １，６５６人 

 収益 １９７，９７９，５２２円(前年比 +１０，８４３，３４１円) 

  ２  受託事業の実施状況  

公安委員会及び県警察からの各種講習等の受託事業の実施状況は、次のとお

りである。 

   (1)  停止処分者講習             年間    １，０８２人 

   (2)  違反者講習                     年間       ４５８人 



 

   (3)  取消処分者講習                 年間         ９４人 

   (4)  初心運転者講習            年間        ５人 

(5)  その他の講習                   年間          １７人 

    (6)  仮免許試験事務                年間      ４８９人 

    (7)  仮免許証交付事務              年間      ７０５人 

  ３  県警察職員等に対する受託教習の実施状況   

    県警察、消防本部等の受託に基づく特殊な受験者を対象とした教習の実施

状況は、次のとおりである。 

   (1) 山梨県警察職員等に対する受託教習  年間         ８人 

  (2) その他の教習            年間       １８人 

  ４  各種安全運転コンクール等の実施状況 

    県警察をはじめ各種交通関係団体等が主催する「安全運転コンクール」に

対して教習施設、教習車両の無料貸出及び技能指導（一部有料）実施状況は

次のとおりである。 

   (1)  県警察職員を対象とした大型免許取得のための技能教習 

   (2)  山梨県安全運転管理者協議会等の主催する安全運転コンクールへの支援 

  

第３ 運転免許関係事務事業      

  １  免許写真撮影業務                   １０，５８５件 

収益 ５，６１８，４５２円（前年比 △９７８，５０１円） 

  ２  免許証更新連絡通知                  １４２，３８６件 

  ３  高齢者講習連絡通知                              ３６，９６７件 

  ４  免許証郵送                                             ９９０件 

  ５  免許取得時・更新時会員獲得のための勧誘        １３３，７３４件 

 ６ 窓口委託料 １９，２７８，１８２円（前年比 ＋１,２９１,０２６円） 

  

第４ その他収益事業 

  １  収入証紙の販売手数料         年間      ２６，７１４，５４２円 

  ２  交通安全資機材、交通安全グッズの販売 

                    年間         ５８３，３３３円 

  ３  切手販売、自動販売機の取り扱い   

                     切手        ４５０，８３８円 

                      自販機       ４６７，０７８円 

                       申請用写真代 ５，４３６，１３６円 

  ４ 土地賃貸料           

      当協会所有土地（南アルプス市野牛島）をファミリーマートへの賃貸 

                                   年間     ５，６６４，０００円 


